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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力量計の機能部である電力量計本体部が正面側に配設されると共に前記電力量計本体
部の隣に位置する電力量計端子部が正面側に設けられた電力量計ベース部、及び
　前記電力量計本体部をカバーする電力量計本体部カバー部と前記電力量計端子部をカバ
ーする電力量計端子部カバー部と前記電力量計本体部カバー部の前記電力量計ベース部の
側に位置する嵌合用スカート部と前記嵌合用スカート部から延在し前記電力量計端子部カ
バー部の両側に位置する対を成す可撓性腕部とが一体に形成された電力量計本体部端子部
共用カバーを備え、
　前記嵌合用スカート部の前記電力量計端子部と反対側に位置する部分に形成された第１
のカバー側嵌合部と前記電力量計ベース部の前記電力量計端子部と反対側に位置する部分
に形成された第１のベース側嵌合部とで第１の嵌合部が形成され、
　前記対を成す可撓性腕部の各自由端に形成された第２のカバー側嵌合部と前記電力量計
ベース部１に前記対を成す可撓性腕部に対応して設けられた対を成す第２のベース側嵌合
部とで第２の嵌合部が形成され、
　前記対を成す可撓性腕部の各内側に突設され正面から見た形状が直角三角形状の三角柱
状の対を成すカバー側係止部と前記電力量計ベース部に前記対を成すカバー側係止部に対
応して設けられ正面から見た形状が直角三角形状の三角柱状の対を成すベース側係止部と
でスナップフィット係止部が形成され、
　前記電力量計本体部端子部共用カバーの前記嵌合用スカート部を前記電力量計ベース部
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の外周部に嵌合して前記電力量計本体部カバー部が前記電力量計本体部をカバーし前記電
力量計端子部カバー部が前記電力量計端子部をカバーしている状態で、前記電力量計本体
部端子部共用カバーが、前記電力量計本体部から前記電力量計端子部の方向へ移動される
ことにより、前記可撓性腕部の撓みにより前記スナップフィット係止部が作動して前記電
力量計本体部端子部共用カバーの前記電力量計本体部から前記電力量計端子部の方向と逆
の方向への移動が阻止され、前記第１の嵌合部の前記第１のカバー側嵌合部と前記第１の
嵌合部の前記第１のベース側嵌合部とが嵌合して前記第１の嵌合部において電力量計本体
部端子部共用カバーが前記電力量計ベース部から正面側に離脱するのを阻止され、前記第
２の嵌合部の前記第２のカバー側嵌合部と前記第２の嵌合部の前記第２のベース側嵌合部
とが嵌合して前記第２の嵌合部において電力量計本体部端子部共用カバーが前記電力量計
ベース部から正面側に離脱するのを阻止される電力量計。
【請求項２】
　請求項１に記載の電力量計において、前記電力量計本体部端子部共用カバーの前記電力
量計本体部から前記電力量計端子部の方向への移動により、前記可撓性腕部が撓んで、前
記三角柱状のカバー側係止部の直角三角形の長辺に相当する傾斜部が、前記三角柱状のベ
ース側係止部の直角三角形の長辺に相当する傾斜部をスライドして乗り越えた後に前記可
撓性腕部の撓みが無い状態に戻り、前記電力量計本体部端子部共用カバーの前記電力量計
本体部から前記電力量計端子部の方向と逆の方向への移動が、前記三角柱状のカバー側係
止部の直角三角形の短辺に相当する係止面が、前記三角柱状のベース側係止部の直角三角
形の短辺に相当する係止面に当接することにより阻止されることを特徴とする電力量計。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の電力量計において、前記第１の嵌合部の前記第１のカバ
ー側嵌合部と前記第１の嵌合部の前記第１のベース側嵌合部との嵌合により、前記スナッ
プフィット係止部が作動した後の、前記電力量計本体部端子部共用カバーの前記電力量計
本体部から前記電力量計端子部の方向への更なる移動が阻止されることを特徴とする電力
量計。
【請求項４】
　請求項３に記載の電力量計において、前記電力量計本体部端子部共用カバーの前記嵌合
用スカート部を前記電力量計ベース部の外周部に嵌合して前記電力量計本体部カバー部が
前記電力量計本体部をカバーし前記電力量計端子部カバー部が前記電力量計端子部をカバ
ーしている状態で且つ前記電力量計本体部端子部共用カバーが、前記電力量計本体部から
前記電力量計端子部の方向へ移動される前の状態では、電力量計端子部カバー部と電力量
計本体部との前記移動の方向の最短間隔Ａと前記移動の距離Ｂとの関係がＡ＞Ｂであるこ
とを特徴とする電力量計。
【請求項５】
　請求項１から請求項４の何れか一に記載の電力量計において、前記第１の嵌合部が上方
に前記電力量計端子部が下方になるように電力量計が配設された状態で前記第１の嵌合部
の前記第１のカバー側嵌合部と前記第１の嵌合部の前記第１のベース側嵌合部との嵌合に
より、前記第１の嵌合部における防水機能が生じることを特徴とする電力量計。
【請求項６】
　請求項１から請求項５の何れか一に記載の電力量計において、前記嵌合用スカート部に
おける前記可撓性腕部の周囲に設けられ前記可撓性腕部を保護する保護部を持つことを特
徴とする電力量計。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電力量計の機能部である電力量計本体部および電力量計端子部をカバーで
カバーする構造の電力量計に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　電力量計の機能部である電力量計本体部および電力量計端子部をカバーでカバーする構
造の電力量計においては、一般的には図８に示すように、電力量計本体部が搭載された電
力量計ベース部１に、電力量計本体部をカバーする単体の電力量計本体部カバー３を電力
量計ベース部１に３本のネジでネジ止めし、電力量計端子部をカバーする単体の電力量計
端子部カバー４を電力量計ベース部１に２本のネジでネジ止めする構造である。
【０００３】
　図８に示す従来の電力量計とはタイプが異なるが、カバーをベース部にネジ止めする電
力量計収納盤は特許文献１のようなものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０００－２７０４２２号公報（図１及びその説明）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　図８に示す従来の電力量計では、カバーとベース間に位置決め構造がなく、カバーの取
り付けに際し、カバーとベースのネジ位置を目視にて合わせる必要があるため、作業性が
悪い、また、カバーをベースに締め付けるネジの締め付けトルクを管理する必要があると
いう課題があることから、ベースへのカバーの取り付け作業の作業性をよくするのが好ま
しい。
【０００６】
　この発明は上記の課題を解決するために、電力量計においてカバーの取り付け作業の容
易化を目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明に係る電力量計は、電力量計の機能部である電力量計本体部が正面側に配設さ
れると共に前記電力量計本体部の隣に位置する電力量計端子部が正面側に設けられた電力
量計ベース部、及び前記電力量計本体部をカバーする電力量計本体部カバー部と前記電力
量計端子部をカバーする電力量計端子部カバー部と前記電力量計本体部カバー部の前記電
力量計ベース部の側に位置する嵌合用スカート部と前記嵌合用スカート部から延在し前記
電力量計端子部カバー部の両側に位置する対を成す可撓性腕部とが一体に形成された電力
量計本体部端子部共用カバーを備え、前記嵌合用スカート部の前記電力量計端子部と反対
側に位置する部分に形成された第１のカバー側嵌合部と前記電力量計ベース部の前記電力
量計端子部と反対側に位置する部分に形成された第１のベース側嵌合部とで第１の嵌合部
が形成され、前記対を成す可撓性腕部の各自由端に形成された第２のカバー側嵌合部と前
記電力量計ベース部に前記対を成す可撓性腕部に対応して設けられた対を成す第２のベー
ス側嵌合部とで第２の嵌合部が形成され、前記対を成す可撓性腕部の各内側に突設され正
面から見た形状が直角三角形状の三角柱状の対を成すカバー側係止部と前記電力量計ベー
ス部に前記対を成すカバー側係止部に対応して設けられ正面から見た形状が直角三角形状
の三角柱状の対を成すベース側係止部とでスナップフィット係止部が形成され、前記電力
量計本体部端子部共用カバーの前記嵌合用スカート部を前記電力量計ベース部の外周部に
嵌合して前記電力量計本体部カバー部が前記電力量計本体部をカバーし前記電力量計端子
部カバー部が前記電力量計端子部をカバーしている状態で、前記電力量計本体部端子部共
用カバーが、前記電力量計本体部から前記電力量計端子部の方向へ移動されることにより
、前記可撓性腕部の撓みにより前記スナップフィット係止部が作動して前記電力量計本体
部端子部共用カバーの前記電力量計本体部から前記電力量計端子部の方向と逆の方向への
移動が阻止され、前記第１の嵌合部の前記第１のカバー側嵌合部と前記第１の嵌合部の前
記第１のベース側嵌合部とが嵌合して前記第１の嵌合部において電力量計本体部端子部共
用カバーが前記電力量計ベース部から正面側に離脱するのを阻止され、前記第２の嵌合部
の前記第２のカバー側嵌合部と前記第２の嵌合部の前記第２のベース側嵌合部とが嵌合し



(4) JP 5984471 B2 2016.9.6

10

20

30

40

50

て前記第２の嵌合部において電力量計本体部端子部共用カバーが前記電力量計ベース部か
ら正面側に離脱するのを阻止されるものである。 
【発明の効果】
【０００８】
　この発明は、電力量計の機能部である電力量計本体部が正面側に配設されると共に前記
電力量計本体部の隣に位置する電力量計端子部が正面側に設けられた電力量計ベース部、
及び前記電力量計本体部をカバーする電力量計本体部カバー部と前記電力量計端子部をカ
バーする電力量計端子部カバー部と前記電力量計本体部カバー部の前記電力量計ベース部
の側に位置する嵌合用スカート部と前記嵌合用スカート部から延在し前記電力量計端子部
カバー部の両側に位置する対を成す可撓性腕部とが一体に形成された電力量計本体部端子
部共用カバーを備え、前記嵌合用スカート部の前記電力量計端子部と反対側に位置する部
分に形成された第１のカバー側嵌合部と前記電力量計ベース部の前記電力量計端子部と反
対側に位置する部分に形成された第１のベース側嵌合部とで第１の嵌合部が形成され、前
記対を成す可撓性腕部の各自由端に形成された第２のカバー側嵌合部と前記電力量計ベー
ス部に前記対を成す可撓性腕部に対応して設けられた対を成す第２のベース側嵌合部とで
第２の嵌合部が形成され、前記対を成す可撓性腕部の各内側に突設され正面から見た形状
が直角三角形状の三角柱状の対を成すカバー側係止部と前記電力量計ベース部に前記対を
成すカバー側係止部に対応して設けられ正面から見た形状が直角三角形状の三角柱状の対
を成すベース側係止部とでスナップフィット係止部が形成され、前記電力量計本体部端子
部共用カバーの前記嵌合用スカート部を前記電力量計ベース部の外周部に嵌合して前記電
力量計本体部カバー部が前記電力量計本体部をカバーし前記電力量計端子部カバー部が前
記電力量計端子部をカバーしている状態で、前記電力量計本体部端子部共用カバーが、前
記電力量計本体部から前記電力量計端子部の方向へ移動されることにより、前記可撓性腕
部の撓みにより前記スナップフィット係止部が作動して前記電力量計本体部端子部共用カ
バーの前記電力量計本体部から前記電力量計端子部の方向と逆の方向への移動が阻止され
、前記第１の嵌合部の前記第１のカバー側嵌合部と前記第１の嵌合部の前記第１のベース
側嵌合部とが嵌合して前記第１の嵌合部において電力量計本体部端子部共用カバーが前記
電力量計ベース部から正面側に離脱するのを阻止され、前記第２の嵌合部の前記第２のカ
バー側嵌合部と前記第２の嵌合部の前記第２のベース側嵌合部とが嵌合して前記第２の嵌
合部において電力量計本体部端子部共用カバーが前記電力量計ベース部から正面側に離脱
するのを阻止されるので、電力量計ベース部１への電力量計本体部端子部共用カバーの取
り付けにネジを使用する必要はなく、電力量計ベース部１への電力量計本体部端子部共用
カバーの取り付けが堅固に行われ、しかも電力量計本体部端子部共用カバーを電力量計ベ
ース部から簡単には取り外すことができないという効果がある。 
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】この発明の実施の形態１を示す図で、電力量計ベース部に電力量計本体部端子部
共用カバーを取り付ける前の状態を例示する斜視図である。
【図２】この発明の実施の形態１を示す図で、電力量計ベース部に電力量計本体部端子部
共用カバーを取り付けた状態を例示する斜視図である。
【図３】この発明の実施の形態１を示す図で、電力量計ベース部に電力量計本体部端子部
共用カバーを取り付ける作業工程を例示する側面図である。
【図４】この発明の実施の形態１を示す図で、電力量計ベース部に電力量計本体部端子部
共用カバーを取り付けた状態を例示する正面図である。
【図５】この発明の実施の形態１を示す図で、（ａ），（ｂ）は図４のV－V線における断
面を矢印方向に見た図であり、図３（ｂ），（ｃ）に例示した第１段階の嵌合状態，第２
段階の嵌合状態を拡大して断面で例示する断面図である。
【図６】この発明の実施の形態１を示す図で、電力量計ベース部に電力量計本体部端子部
共用カバーを取り付けた状態を例示する正面図である。
【図７】この発明の実施の形態１を示す図で、図６のVII－VII線における断面を矢印方向
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に見た拡大断面図で、（ａ）は第１段階の嵌合状態を、（ｂ）は第２段階の嵌合状態を、
それぞれ例示する図である。
【図８】従来の電力量計を例示する図で、単体の電力量計本体部カバー及び単体の電力量
計端子部カバーを電力量計ベース部にネジ止めする前の状態を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
実施の形態１．
　以下この発明の実施の形態１を図１～図６により説明する。
　本実施の形態１の電力量計は、図示のように、電力量計ベース部１に電力量計本体部端
子部共用カバー２を、ネジ止めすることなく容易に取り付けることができ、しかも電力量
計本体部端子部共用カバー２を電力量計ベース部１から簡単には取り外すことができない
構造を例示してある。
【００１１】
　図示のように、電力量計ベース部１は、外周部１ｏｃ、電力量計本体部１１、電力量計
端子部１２、第１のベース側嵌合部１３１、第２のベース側嵌合部１３２、ベース側係止
部１３３、ベース側係止部１３３の傾斜部１３３１、及びベース側係止部１３３の係止面
１３３２を有している。
【００１２】
　図示のように、電力量計本体部端子部共用カバー２は、電力量計本体部カバー部２１、
電力量計端子部カバー部２２、嵌合用スカート部２３、第１のカバー側嵌合部２３１、可
撓性腕部２４、第２のカバー側嵌合部２４１、カバー側係止部２４２、カバー側係止部２
４２の傾斜部２４２１、カバー側係止部２４２の係止面２４２２、及び可撓性腕部２４を
保護する保護部２４３を有している。
【００１３】
　また、電力量計ベース部１と電力量計本体部端子部共用カバー２とに跨って、スナップ
フィット係止部１２ｓｆ、及び第１の嵌合部１２１ｅ、第２の嵌合部１２２ｅが構成され
ている。
【００１４】
　具体的には、図示のように、電力量計の機能部である電力量計本体部１１が正面側に配
設されると共に前記電力量計本体部１１の隣に位置する電力量計端子部１２が正面側に設
けられた電力量計ベース部１、及び前記電力量計本体部１１をカバーする電力量計本体部
カバー部２１と前記電力量計端子部１２をカバーする電力量計端子部カバー部２２と前記
電力量計本体部カバー部２１の前記電力量計ベース部側に位置する嵌合用スカート部２３
と前記嵌合用スカート部２３から延在し前記電力量計端子部カバー部２２の両側に位置す
る対を成す可撓性腕部２４とが一体に形成された電力量計本体部端子部共用カバー２を備
え、前記嵌合用スカート部２３の前記電力量計端子部と反対側に位置する部分に形成され
た第１のカバー側嵌合部２３１と前記電力量計ベース部１の前記電力量計端子部と反対側
に位置する部分に形成された第１のベース側嵌合部１３１とで第１の嵌合部１２１ｅが形
成され、前記対を成す可撓性腕部２４の各自由端に形成された第２のカバー側嵌合部２４
１と前記電力量計ベース部１に前記対を成す可撓性腕部２４に対応して設けられた対を成
す第２のベース側嵌合部１３２とで第２の嵌合部１２２ｅが形成され、　前記対を成す可
撓性腕部２４の各内側に突設され正面から見た形状が直角三角形状の三角柱状の対を成す
カバー側係止部２４２と前記電力量計ベース部１に前記対を成すカバー側係止部２４２に
対応して設けられ正面から見た形状が直角三角形状の三角柱状の対を成すベース側係止部
１３３とでスナップフィット係止部１２ｓｆが形成され、前記電力量計本体部端子部共用
カバー２の前記嵌合用スカート部２３を前記電力量計ベース部１の外周部１ｏｃに嵌合し
て前記電力量計本体部カバー部２１が前記電力量計本体部１１をカバーし前記電力量計端
子部カバー部２２が前記電力量計端子部１２をカバーしている状態で、前記電力量計本体
部端子部共用カバー２が、前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の方向へ
移動されることにより、前記可撓性腕部２４の撓みにより前記スナップフィット係止部１
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２ｓｆが作動して前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記電力量計本体部１１から
前記電力量計端子部１２の方向と逆の方向への移動が阻止され、前記第１の嵌合部１２１
ｅの前記第１のカバー側嵌合部２３１と前記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のベース側
嵌合部１３１とが嵌合して前記第１の嵌合部１２１ｅにおいて電力量計本体部端子部共用
カバー２が前記電力量計ベース部１から正面側に離脱するのを阻止され、前記第２の嵌合
部１２２ｅの前記第２のカバー側嵌合部２４１と前記第２の嵌合部１２２ｅの前記第２の
ベース側嵌合部１３２とが嵌合して前記第２の嵌合部１２２ｅにおいて電力量計本体部端
子部共用カバー２が前記電力量計ベース部１から正面側に離脱するのを阻止される。　 
【００１５】
　前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記電力量計本体部１１から前記電力量計端
子部１２の方向への移動により、前記可撓性腕部２４が撓んで、前記三角柱状のカバー側
係止部２４２の直角三角形の長辺に相当する傾斜部２４２１が、前記三角柱状のベース側
係止部１３３の直角三角形の長辺に相当する傾斜部１３３１をスライドして乗り越えた後
に前記可撓性腕部２４の撓みが無い状態に戻り、前記電力量計本体部端子部共用カバー２
の前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の方向と逆の方向への移動が、前
記三角柱状のカバー側係止部２４２の直角三角形の短辺に相当する係止面２４２２が、前
記三角柱状のベース側係止部１３３の直角三角形の短辺に相当する係止面１３３２に当接
することにより阻止される。
【００１６】
　前記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のカバー側嵌合部２３１と前記第１の嵌合部１２
１ｅの前記第１のベース側嵌合部１３１との嵌合により、前記スナップフィット係止部１
２ｓｆが作動した後の、前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記電力量計本体部１
１から前記電力量計端子部１２の方向への更なる移動が阻止される。
【００１７】
　前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記嵌合用スカート部２３を前記電力量計ベ
ース部１の外周部１ｏｃに嵌合して前記電力量計本体部カバー部２１が前記電力量計本体
部１１をカバーし前記電力量計端子部カバー部２２が前記電力量計端子部１２をカバーし
ている状態で且つ前記電力量計本体部端子部共用カバー２が、前記電力量計本体部１１か
ら前記電力量計端子部１２の方向へ移動される前の状態では、電力量計端子部カバー部２
２と電力量計本体部１１との前記移動方向の最短間隔Ａと前記移動距離Ｂとの関係がＡ＞
Ｂである。
【００１８】
　前記第１の嵌合部１２１ｅが上方に前記電力量計端子部１２が下方になるように電力量
計が配設された状態で前記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のカバー側嵌合部２３１と前
記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のベース側嵌合部１３１との嵌合により、前記第１の
嵌合部１２１ｅにおける防水機能が生じる。
【００１９】
　図３（ａ）の状態から、図３（ｂ）、図７（ａ）の第１段階の嵌合状態になるように、
前記電力量計ベース部１の方へ前記電力量計本体部端子部共用カバー２を移動（又は前記
電力量計ベース部１と前記電力量計本体部端子部共用カバー２とを相対的に移動）すると
、電力量計ベース部１の外周部１ｏｃに電力量計本体部端子部共用カバー２の嵌合用スカ
ート部２３が誘導されて、図３（ｂ）、図７（ａ）の第１段階の嵌合状態となる。図３（
ｂ）、図７（ａ）の第１段階の嵌合状態では、前記電力量計本体部端子部共用カバー２の
前記嵌合用スカート部２３を前記電力量計ベース部１の外周部１ｏｃに嵌合して前記電力
量計本体部カバー部２１が前記電力量計本体部１１をカバーし前記電力量計端子部カバー
部２２が前記電力量計端子部１２をカバーしている状態であり、前記電力量計本体部端子
部共用カバー２は、前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の方向へ移動さ
れていない状態である。従って、図７（ａ）に示すように、前記電力量計ベース部１の三
角柱状のベース側係止部１３３の前記電力量計本体部１１側に設けられた空間１３３３内
に前記電力量計本体部端子部共用カバー２の三角柱状のカバー側係止部２４２が挿入され
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、カバー側係止部２４２の傾斜部２４２１が電力量計ベース部１のベース側係止部１３３
傾斜部１３３１が隣接して対向している状態となっている。
【００２０】
　図３（ｃ）、図７（ｂ）の第２段階の嵌合状態では、前記電力量計本体部端子部共用カ
バー２の前記嵌合用スカート部２３を前記電力量計ベース部１の外周部１ｏｃに嵌合して
前記電力量計本体部カバー部２１が前記電力量計本体部１１をカバーし前記電力量計端子
部カバー部２２が前記電力量計端子部１２をカバーしている状態で、前記電力量計本体部
端子部共用カバー２が、前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の方向へ移
動された状態にあり、前記可撓性腕部２４の撓みにより前記スナップフィット係止部１２
ｓｆが作動して前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記電力量計本体部１１から前
記電力量計端子部１２の方向と逆の方向への移動が阻止され、前記第１の嵌合部１２１ｅ
の前記第１のカバー側嵌合部２３１と前記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のベース側嵌
合部１３１とが嵌合して前記第１の嵌合部１２１ｅにおいて電力量計本体部端子部共用カ
バー２が前記電力量計ベース部１から正面側に離脱するのを阻止され、前記第２の嵌合部
１２２ｅの前記第２のカバー側嵌合部２４１と前記第２の嵌合部１２２ｅの前記第２のベ
ース側嵌合部１３２とが嵌合して前記第２の嵌合部１２２ｅにおいて電力量計本体部端子
部共用カバー２が前記電力量計ベース部１から正面側に離脱するのを阻止される。
【００２１】
　前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記電力量計本体部１１から前記電力量計端
子部１２の方向への移動により、前記可撓性腕部２４が撓んで、前記三角柱状のカバー側
係止部２４２の直角三角形の長辺に相当する傾斜部２４２１が、前記三角柱状のベース側
係止部１３３の直角三角形の長辺に相当する傾斜部１３３１をスライドして乗り越えた後
に前記可撓性腕部２４の撓みが無い状態に戻り、図７（ｂ）から明白なように、前記電力
量計本体部端子部共用カバー２の前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の
方向と逆の方向への移動が、前記三角柱状のカバー側係止部２４２の直角三角形の短辺に
相当する係止面２４２２が、前記三角柱状のベース側係止部１３３の直角三角形の短辺に
相当する係止面１３３２に当接することにより阻止される。
【００２２】
　また、図５（ｂ）から明白なように、前記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のカバー側
嵌合部２３１と前記第１の嵌合部１２１ｅの前記第１のベース側嵌合部１３１との嵌合に
より、前記スナップフィット係止部１２ｓｆが作動した後の、前記電力量計本体部端子部
共用カバー２の前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の方向への更なる移
動が阻止される。
【００２３】
　また、図５（ａ）から明白なように、前記電力量計本体部端子部共用カバー２の前記嵌
合用スカート部２３を前記電力量計ベース部１の外周部１ｏｃに嵌合して前記電力量計本
体部カバー部２１が前記電力量計本体部１１をカバーし前記電力量計端子部カバー部２２
が前記電力量計端子部１２をカバーしている状態で且つ前記電力量計本体部端子部共用カ
バー２が、前記電力量計本体部１１から前記電力量計端子部１２の方向へ移動される前の
状態では、電力量計端子部カバー部２２と電力量計本体部１１との前記移動方向の最短間
隔Ａと前記移動距離Ｂとの関係がＡ＞Ｂである。
【００２４】
　また、スカート部２３には、可撓性腕部２４の周囲に設けられ、可撓性腕部２４を保護
する保護部２４３を有しており、可撓性腕部２４が外部からの衝撃等により破損すること
を防いでいる。
【００２５】
　なお、本発明は、その発明の範囲内において、実施の形態を適宜変形することができる
。
　なお、各図中、同一符合は同一または相当部分を示す。
【符号の説明】
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【００２６】
　１　　電力量計ベース部、
　１ｏｃ　　電力量計ベース部１の外周部、
　１１　　電力量計本体部、
　１２　　電力量計端子部、
　１２ｓｆ　　スナップフィット係止部、
　１２１ｅ　　第１の嵌合部、
　１２２ｅ　　第２の嵌合部、
　１３１　　第１のベース側嵌合部、
　１３２　　第２のベース側嵌合部、
　１３３　　ベース側係止部、
　１３３１　　ベース側係止部１３３の傾斜部、
　１３３２　　ベース側係止部１３３の係止面、
　１３３３　　空間、
　２　　電力量計本体部端子部共用カバー、
　２１　　電力量計本体部カバー部、
　２２　　電力量計端子部カバー部、
　２３　　嵌合用スカート部、
　２３１　　第１のカバー側嵌合部、
　２４　　可撓性腕部、
　２４１　　第２のカバー側嵌合部、
　２４２　　カバー側係止部、
　２４２１　　カバー側係止部２４２の傾斜部、
　２４２２　　カバー側係止部２４２の係止面、
　２４３　　保護部。
【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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